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○　年次休暇の管理について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府政策企画部
（情報公開室府民課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月20日

	
	
	
	事務局　平成20年５月27日から
　　　　平成20年６月17日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
　　年次休暇届の管理が不十分であったことから、職員が年次休暇を超過取得し、結果として報酬が過払いとなっているものがあった。
 

	指摘事項の内容等
１　広報室府民情報課（平成19年度当時の組織）において、年次休暇届の管理が不十分であったことから、非常勤職員が年次休暇を超過取得し、結果として報酬が過払いとなっているものがあった。

 

２　年次休暇の超過取得が生じた経緯は次のとおりである。

 (1)　年次休暇は、年度単位で一定日数が付与され、１日単位又は時間単位で取得することができる。非常勤職員が年次休暇を取得するためには、休暇取得者が、書面の「年次休暇届」（以下「休暇届」という。）に、期間、取得日数（日、時間）、残休暇日数（日、時間）等必要事項を記入し、直接監督責任者及び決裁権者（以下「決裁権者等」という。）の承認の押印を得る手続が必要である。そして、出勤簿取扱担当者は、休暇届に基づき、書面の「非常勤職員出勤簿」（以下「出勤簿」という。）に年次休暇の記入を行うこととなっている。

なお、休暇取得者が何らかの事情で休暇届を記入・提出できない場合は、依頼を受けた他の職員が本人に代わって必要な手続をすることが認められている。

 (2)　しかしながら、同課Ａ非常勤職員が平成19年７月４日（全日）及び同年８月17日（全日）に年次休暇を取得するに当たっては、連絡し決裁権者等の口頭了承は得たものの、休暇届の記入・提出を依頼された出勤簿取扱担当者がこれを失念したため、休暇届の「休暇残日数」欄は実際の残日数より２日間多い状態となった。

なお、出勤簿取扱責任者は、出勤簿には正しく記入を行っている。

 (3)　Ａ職員は、同年９月７日及び同年12月５日の年次休暇取得時の休暇届記載に当たって、残休暇の日数欄は正しく記入したものの時間数欄は記入漏れで休暇届を作成・提出した。

 (4)　上記 (2)及び (3)の誤りにより、平成20年３月24日時点で休暇届においては２日間の休暇が残っていることとなっていたが、正しくは３時間しか残っていない状態であった。そして、Ａ職員は休暇届に記載の残休暇日数を見て２日間の休暇が残っているものと誤認し、同月25日（全日）及び26日（全日）の２日間、年次休暇を取得した。

 (5)　以上のことから、Ａ職員は、結果として、12時間（Ａ職員の１日の勤務時間は7.5時間。7.5時間×２日－３時間＝12時間）の休暇を超過取得したこととなり、当該12時間分は勤務がないにもかかわらず報酬が支払われているため、16,607円の報酬の過払いが生じている。

　　

３　本件においては、決裁権者等は休暇届の提出の有無、記載内容等について十分な確認をすべきものであった。また、出勤簿取扱担当者は、連絡を受けた際に確実に休暇届に記入・提出する必要があり、休暇届の内容を確認・点検した上で出勤簿への転記を行うべきであった。

 
４　本件については、報酬の過払い分について速やかに戻入の措置を講じるとともに、今後かかることのないよう、適正な勤務管理に努められたい。

	
	
	
	
	
	


 

○　決裁遅延について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部
（庁舎管理課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月22日

	
	
	
	事務局　平成20年６月11日から
平成20年８月12日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
工事請負の契約について、契約期間の始期や検査日までに決裁及び契約の締結ができていないものがあった。
 

	指摘事項の内容等
 

　１　工事請負の契約に際して、次のとおり、決裁、契約の締結等が工期の始期より後になっており、契約に係る意思決定が行われないまま、請負先業者に業務を行わせているものがあった。

 

業務内容
大阪府庁別館外壁外劣化部補修工事
大阪府庁舎本館回廊屋上防水補修その他工事
工期
平成20年１月31日～平成20年３月３日
平成20年３月10日～平成20年３月24日
起案日
平成20年１月31日（実際の起案日は平成20年３月28日）
平成20年３月10日（実際の起案日は平成20年３月28日）
検査日
平成20年３月３日
平成20年３月24日
契約金額
1,491,000円
194,250円
 

　２　工事請負の契約に際しては、契約等に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺を行った上で、契約(支出負担行為)、検査を経て支出命令を行い、業者に支払うという一連の行為でもって手続を終えることとなっている｡

 

３　これらの事案については、工事請負契約に係る組織的な意思決定が行われ契約内容が確定されないまま、業者に業務を行わせていたものである｡

このような業務の進め方は、請負先業者との間で不測の問題を生じる原因となりかねず、大阪府に損害を発生させる可能性を有しており、大阪府財務規則第39条に違反するものである｡

 

　４　今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

 

 

　　（参考）

大阪府財務規則第39条(支出負担行為)

　　　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない｡

　　　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を作成の上、これを行わなければならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。

	
	
	
	
	
	


○　休憩時間の取得について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府総務部
（人事室企画厚生課・人事課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月22日

	
	
	
	事務局　平成20年６月11日から
　　　　平成20年８月12日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
時間外勤務手当について確認したところ、休日及び勤務を要しない週休日に時間外勤務を６時間以上行い、所定の休憩時間を取得したにもかかわらず、時間外勤務実績簿には休憩時間が入力されていない事例や入力誤りの事例があったため、同手当が過払いとなっているものがあった。

	指摘事項の内容等
　１　人事室職員の休日及び週休日における時間外勤務の状況についてみると、時間外勤務の時間が６時間を超え、所定の休憩時間を取得しているにもかかわらず、時間外勤務実績簿に休憩時間が入力されていない事例や入力誤りの事例が、11名の職員について17件見受けられた。

 

　　　　　休日及び週休日における時間外勤務の調査結果（振替・代休、休憩時間の控除前）

職員
時間外勤務日
当日の時間外勤務実績
Ａ
平成19年４月７日
13時間00分
Ｂ
平成19年４月14日
６時間30分
平成19年４月21日
６時間45分
平成19年４月22日
６時間45分
平成19年11月４日
６時間15分
平成19年12月16日
６時間45分
平成20年３月29日
11時間30分
Ｃ
平成19年10月14日
７時間20分
Ｄ
平成19年11月10日
７時間45分
Ｅ
平成19年11月24日
８時間45分
Ｆ
平成20年２月９日
12時間00分
平成20年３月29日
９時間00分
Ｇ
平成20年３月15日
14時間00分
Ｈ
平成20年３月16日
７時間30分
Ｉ
平成20年３月20日
12時間00分
Ｊ
平成20年３月20日
10時間00分
Ｋ
平成20年３月20日
12時間00分
 

　　　上記17件につき、時間外勤務手当を再計算した結果、12件について合計26,662円が過払いとなっていた。

 

２　職員の勤務時間等に関する条例第５条第１項では「任命権者は、１日の勤務時間が、６時間を超える場合においては45分、８時間を超える場合においては１時間の休憩時間を、それぞれ勤務時間の途中に置かなければならない」と規定されている。

 

　３　過払いとなった時間外勤務手当てについては速やかに戻入手続を行うとともに、今後、かかる事態が生じることのないよう、周知されたい。

	
	
	
	
	
	


 

 

○　決裁遅延について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府生活文化部
（次世代育成支援室
少子対策課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月29日

	
	
	
	事務局　平成20年５月30日から
　　　　平成20年７月25日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
大阪府働き方の見直し支援事業等の補助金において、補助対象事業者から補助事業経費（内容）配分変更申請書が提出されたが、事業完了までに変更交付決定に係る決裁を行っていないものがあった。

	指摘事項の内容等
　１　次世代育成支援室少子対策課は、仕事と子育ての両立の取組を支援するため、平成19年度に以下の補助金を交付した。

その補助金について、補助対象事業者から補助事業経費の変更申請書が提出されたが、事業完了までに変更交付決定における決裁を行っていないものがあった。

 

(1)　大阪府働き方の見直し支援事業補助金

　　・平成20年１月22日　補助金交付決定　補助金交付決定額　金121,000円

・平成20年３月14日　補助事業経費配分（内容）変更承認申請

　　・平成20年３月17日　補助事業完了年月日及び履行確認日（実地で調査）

・平成20年４月15日　補助事業実績報告書

・平成20年４月22日　補助事業経費配分（内容）変更の決裁　変更交付決定額　92,000円

　　（起案は同年4月16日）　　　

 

(2)　大阪府事業所内保育施設設置等支援事業補助金

　　・平成19年12月６日　補助金交付決定　補助金交付決定額　金726,000円

・平成20年３月31日　補助事業経費配分（内容）変更承認申請の提出　

　　・平成20年３月31日　補助事業完了年月日及び履行確認日（実地で調査）

・平成20年４月30日　補助事業実績報告書

・平成20年５月２日　補助事業経費配分（内容）変更の決裁　変更交付決定額　452,000円

　　（起案は同年4月30日）

 

　２　知事は補助金の交付決定をするに当たって、補助事業に要する経費の配分の変更や事業内容の変更（知事の定める軽微な変更を除く。）をする場合においては知事の承認を受けるべきとの条件を附すこととされており（大阪府補助金交付規則第６条第１項第１号及び第２号）、本件補助金の交付要綱においても、その旨が規定されている。

 

　３　これらの案件については、補助対象事業者から補助金事業経費配分（内容）変更承認申請書が提出されたが、適正な時期に補助金の変更交付決定の決裁が行われていなかった。

 

４　今後、補助金交付事務について、かかることのないよう、大阪府補助金交付規則等関係諸規定を遵守し、適正な事務の執行に努められたい。

	
	
	
	
	
	


 

 

○　決裁遅延について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府にぎわい創造部
（国際室アジア交流課、
空港戦略室空港推進課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月27日

	
	
	
	事務局　平成 20年６月18日から
平成20年６月24日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
　　委託契約等の経費支出手続において、業務実施期間の始期までに経費支出伺の起案・決裁が行われていないものがあった。
 

	

	指摘事項の内容等
　１　にぎわい創造部における委託契約等に係る支出手続について確認したところ、業務の実施後に経費支出伺の起案・決裁が行われているものがあった。

 

　　〔国際室アジア交流課〕

内　　容
アジア主要都市サミット参加都市パネル作成にかかるデータ修正・印刷業務
契約期間
平成19年８月29日から同年９月20日
起案日
平成19年８月29日（実際の起案日は同年10月４日）
契約金額
299,880円
　　(注)　行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（次の案件についても同じ）

 
　〔空港対策室（現空港戦略室）空港推進課〕

内　　容
関西国際空港ＰＲパンフレット「世界のゲートウェイ関西国際空港」（日本語版）の作成業務
契約期間
平成20年３月３日から同月14日
起案日
平成20年３月３日（実際の起案日は同月25日）
契約金額
399,630円
 

　２　業務委託等に際しては、契約に係る組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

　これらの事案については、支出の原因となるべき契約に係る組織的な意思決定が行われないまま、当該行為が実施されていたことになり、大阪府財務規則第39条に違反するものである｡

 

３　今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

 
 

 

 

 

 

 

	
	
	
	
	
	


 

	　　
（参考）
地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為　という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

 

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の　範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を　作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。



 

 

○　決裁遅延について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康福祉部
（高齢介護室介護支援課、
児童家庭室子育て支援課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年９月12日

	
	
	
	事務局　平成20年６月２日から
平成20年８月15日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
研修に係る業務委託契約及び講師謝礼について、事業実施までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていないものがあった。
 

	指摘事項の内容等
１　介護予防支援指導者研修事業に係る業務委託について、事業実施までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていないものがあった。

事業名
介護予防支援指導者研修事業
研修日
平成19年11月７日～平成19年11月８日
起案日
平成19年10月30日（実際の起案日は11月29日）
決裁日
平成19年12月3日
契約金額
425,000円
 ２　保育所障害児保育担当保育士研修会の実施に伴う講師謝礼について、事業実施までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていないものがあった。　

事　　　　 業　　　　名
保育所障害児保育担当保育士研修会
研　　　　 修        日
平成20年2月26日
起　　　　 案　　　  日
平成20年2月25日（実際の起案日は3月5日）
決       　裁      　日
平成20年2月25日（実際の決裁日は3月6日）
施　       行　      日
平成20年2月25日（実際の施行日は3月7日）
支　       出　      額
15,000円
３　業務委託においては、契約相手方や委託金額の決定等重要な事項について、組織的な意思決定を行う必要があるため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を行うことになっている。

　　また、講師謝礼の支出においても、事業実施前に経費支出伺の決裁を行うことになっている。

　　　しかし、これらの事案については、事業に着手するまでに必要な手続についての起案及び決裁が行われておらず、大阪府財務規則に反するものである。

４　今後、かかることのないように十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

（参考）
地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

 

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。
 

 

	
	
	
	
	
	


 

 

○　府有財産の管理について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府健康福祉部
（社会援護課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年９月 12日

	
	
	
	事務局　平成20年６月２日から
　　　　平成20年８月15日 まで

	委員意見
　　健康福祉部が所管している引揚者住宅については、設置後60年近くが経過し、当初の設置目的は既に終了したと思われるが、１施設が継続して使用、管理されている。
　　また、現在使用者は17戸と当初戸数の約３分の１となり、３分の２が空き地、空き家となっている。
これらについて、財産の有効活用の観点からも早期廃止に向けた取組を進めるとともに、廃止に至るまでの間は、府有財産として適切に管理されたい。
 

	　１　背景・現状
(1)　健康福祉部では、終戦後海外からの引揚者の住宅難を解消するため、応急の措置として、昭和21年から同28年にかけて44施設、1,935戸の寮・住宅を設置した。

　　当該施設については、昭和26年から順次市に譲渡又は廃止し、平成11年度までに43施設を廃止した。

 

(2)　しかし、昭和26年に50戸設置された東貝塚住宅１施設が60年近く経過した今なお継続して使用・管理されている。

 

　　　<施設の概要〉

所在地　　　貝塚市半田

設置年　　　昭和26年

設置戸数　　50戸・25棟

現在入居　　17戸（管理棟数16棟）

敷地面積　　4,961.98平方メートル

建物　　　　１棟・２戸　46平方メートル、木造平屋建て

 

(3)　他の施設については、跡地計画を立て、入居者の転居斡旋措置を行うなどの手段を講じて廃止したが、東貝塚住宅については、市街化調整区域及び風致地区に指定されたため、跡地利用計画が立てられず、入居者の移転が進まなかった。

 

２　受検機関の対応

(1)　使用者の地位承継については、引揚者と同時期に入居した配偶者・子に限っている。

 

(2)　昭和39年に移転疎開処分方針を策定し、払下げをしない、老朽建物は復旧しないことを定めた。これを受け、建物・設備の補修、草刈等の空き地管理は行っていない。１棟が２戸とも空き家になった時点で解体し、フェンスを設置している。

 

(3)　管理人を委嘱し、必要な情報提供・交換を行っている。

 

 

	 
　３　課題

(1)　引揚者東貝塚住宅については、設置の目的が終了していると思われるが、敷地・建物の使用・管理が継続している。

 

(2)　近年は早期廃止を目指した取り組みがなされていない。

 

(3)　使用許可を子の世代（当初使用者と同時入居に限る）にまで承継させていることから、70歳代の入居者が多く、自然解消を待つとすれば、まだ10年以上の年数が見込まれる。

 

(4)　建物・設備は老朽化が著しく、入居者の自主管理の下で、今後長期の継続使用は安全面からも課題があると思われるが、対応策が検討されていない。

 

(5)　当初50戸であった入居者が現在は17戸、今後はさらに減少していくこととなる。

約5,000平方メートルの敷地を十数戸で使用する状態となり、府有財産の有効活用の観点から非効率なものとなっている。

 

(6)　管理については、老朽化に対する復旧を行わないこととし、敷地全体を住民の自主管理に委ねている。そのため、空き地での耕作や１棟２戸の一方が退去した後の空き家を倉庫として使用するなどの実態となっている。

 


 

○　通勤手当の認定事務について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府環境農林水産部
（みどり・都市環境室）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月22日

	
	
	
	事務局　平成 20年６月５日から
　　　　平成 20年７月25日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
通勤手当の認定事務において、経済的かつ合理的と認められる通勤経路があるにもかかわらず、任命権者による確認が行われなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。
 

	指摘事項の内容等
 

１　みどり・都市環境室のＡ職員の通勤届は、大阪市営地下鉄利用による「天下茶屋」から「天満橋」までの経路について「南森町」経由の経路を通勤の実情として提出され、同経路による通勤手当の決定及び支給がなされていた。

　通勤手当の認定事務においては、大阪市営地下鉄利用による「天下茶屋」から「天満橋」までの経路について「堺筋本町」、「谷町四丁目」経由の経路を決定・支給する方が最も経済的かつ合理的であるため、下表のとおり過払いとなっていた。

 

過払支給期間
 既支給額
正支給額
過払支給額
平成19年４月～平成20年９月
 366,150円
348,330円
17,820円
 

２　本件については、速やかに戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう、適正な事務執行に努められたい。

 

職員の通勤手当に関する規則（抄）
（運賃等相当額の算出の基準）

第５条　条例第14条第２項第１号に規定する運賃等相当額（以下「運賃等相当額」という。）　の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額によるものとする。
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	
	
	
	
	
	


 

○　決裁遅延について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府都市整備部
（都市整備総務課、河川室
河川整備課、ダム砂防課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年９月12日

	
	
	
	事務局　平成20年６月４日から
平成20年８月５日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
賃貸借契約、物品購入等の経費支出手続において、業務実施期間の始期や納品等までに経費支出伺の起案及び決裁が行われていないものがあった。
 

	指摘事項の内容等
 

　１　都市整備部における賃貸借契約、非常災害時（水防）における夜食等及び会議開催に係る経費に係る支出手続について確認したところ、以下のとおり、契約期間開始後、納品後及び会議開催後に経費支出伺が行われているものがあった。

 

　 (1)　賃貸借契約の契約期間開始後に経費支出伺を行っているもの

 

　 　　［都市整備総務課］

内容
公用車賃貸借契約（使用料及び賃借料）
起案日
平成19年８月１日（実際の起案日は同年10月５日）
契約期間
平成19年８月１日から平成20年３月31日
（注）行政文書管理システムでは、任意の日を起案日として設定できるが、実際に起案を行った日は「履歴」としてシステム内に記録される仕組みになっている。「起案日」欄の（　）内は「履歴」に記録された実際の起案日。（以下の案件についても同じ）
　

(2)　非常災害時（水防）における夜食等の購入において納品後に経費支出伺を行っているもの

 

［河川室河川整備課］

内容
非常災害時（水防）における夜食等の購入（消耗需用費）
起案日
平成19年５月１日（実際の起案日は同年６月18日）
納品日
平成19年５月６日
 

(3)  会議開催後に経費支出伺を行っているもの

 

　　[河川室河川整備課］

内容
寝屋川南部地下河川技術検討委員会開催に係る経費（報償費、旅費、使用料及び賃借料）
起案日
平成20年１月15日（実際の起案日も同日）
会議開催日
平成19年12月18日
　

[河川室ダム砂防課］

内容
大阪府砂防治山連絡調整会議開催に係る経費（使用料及び賃借料、消耗需用費）
起案日
平成20年１月24日（実際の起案日は同年２月15日）
会議開催日
平成20年２月８日
 

 

２　経費の支出に際しては、組織的な意思決定のため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を締結（支出負担行為）することとしている。

これらの事案については、組織的な意思決定が行われないまま、賃貸借契約、会議開催、物品購入が行われており、大阪府財務規則に違反するものである｡

 

３　今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

 

（参考）
地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為　という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

 

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の　範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書(様式第29号の２)を　作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。


	
	
	
	
	
	


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○　決裁遅延について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府住宅まちづくり部
（建築振興課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月20日

	
	
	
	事務局　平成20年５月28日から
平成20年６月27日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
業務委託の契約について、契約期間の始期までに決裁及び契約の締結ができていないものがあった。
 

	指摘事項の内容等
 

１　業務委託の契約に際して、次のとおり、決裁、契約の締結等が契約期間の始期より後になっており、契約に係る意思決定が行われないまま、委託先事業者等に業務を行わせているものがあった。

(1)  宅地建物取引業免許事務等電算処理業務　　　　

契約期間
平成19年４月１日～平成20年３月31日
起案日
平成19年４月２日（実際の起案日は６月21日）
決裁日
平成19年６月27日
契約金額
計13,489,000円
 

  (2)  宅地建物取引主任者証交付等にかかる事務委託

契約期間
平成19年４月１日～平成20年３月31日
起案日
平成19年４月２日（実際の起案日は６月25日）
決裁日
平成19年６月27日
経費支出額
計9,767,044円（注＊）
　　　　　(注＊　本契約は単価契約であり、経費支出額は契約単価×実績件数の額)

　　

２　業務委託においては、契約相手方や委託金額の決定等重要な事項について、組織的な意思決定を行う必要があるため、経費支出伺の決裁を行った上で契約を行うことになっている。（地方自治法第232条の３、大阪府財務規則第39条）

　　　しかし、本件は業務に着手するまでに同伺に係る起案及び決裁が行われておらず、組織的な意思決定を行わないまま業務が行われており、大阪府財務規則に反するものである。

 

３　今後、かかることのないように十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

 

（参考）
地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。


	
	
	
	
	
	


○　住宅手当の認定事務について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
（学校総務サービス課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年８月27日

	
	
	
	事務局　 平成20年５月27日から
　　　　平成20年９月３日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
住居手当の認定事務において、家賃が減額されているにもかかわらず手当額の改定を行っていなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。
 

	指摘事項の内容等
 

１　大阪府立枚方津田高等学校Ａ職員は、平成17年４月から当時の家賃（月額51,500円）をもとに借家に係る住居手当を認定されていた。ところが、監査時に確認したところ、平成18年２月に家賃額が減額改定されているにもかかわらず住居手当の届出及び任命権者の確認を行っていなかったため、平成18年２月から平成20年８月まで、住居手当が過払いとなっていた。

 

過払支給期間
平成18年２月～平成20年８月
既支給額
正規支給額
過払支給額
住居手当
781,200円
601,400円
179,800円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（監査対象年度額　　　　69,600円）

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

２　住居手当は、自ら居住するため住宅を借り受け、月額１万２千円を超える家賃を支払っている職員やその所有に係る住宅に居住している職員等に支給することになっている。

住居手当を受けている住宅の所有関係や家賃の額に変更があった場合は、速やかに任命権者に届け出ることが必要である（職員の住居手当に関する規則第６条）が、本件については職員から適正な届出がなされていなかった。

 

３　本件については、速やかに戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう適正な認定事務に努められたい。

 

	
	
	
	
	
	


 

 

○　修学旅行等での緊急事態発生時の対応について

 

	監査（検査）
対象
機関・団体
（会計）
	大阪府教育委員会事務局
（教育振興室高等学校課・
財務課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員  平成20年８月27日

	
	
	
	事務局  平成20年５月27日 から
        平成20年９月３日 まで

	委員意見
府立学校が実施する修学旅行において、重大な事件・事故が生じた場合における危機管理体制について調査したところ、旅行実施前に一定の危機回避の措置を講じているものの、実際に事件・事故が発生した場合を想定した対応については、具体的な検討がなされていない状況が見られる。
このため、教育委員会においては、教育委員会及び府立学校が一体となった危機管理体制の構築に向けて検討するとともに、府立学校に対して、緊急時のマニュアルなど、具体的な指針を示し、実効性のある指導を推進されたい。
また、重大な事件・事故の処理に要する経費については、事後において、相当程度、旅行保険で補償されるものの、府立学校が緊急に必要な経費については、教育委員会において措置できるよう、支援体制について検討されたい。
 

	１　背景・現状
(1)　修学旅行は教育課程において「学校行事等」に位置づけられる教育活動であり、府立学校においても実施されている。ここ数年は、府立高等学校のうち約20％の学校が海外への修学旅行を実施し、特に重大な事件・事故は生じていないが、過去の事例をみると、昭和63年に、高知県内の高等学校が実施した海外での修学旅行中に、列車衝突事故に巻き込まれ、多数の犠牲者を出した事故もあることから、府立学校においても、緊急事態が発生した際に対応できるよう、危機管理体制を整備する必要がある。

　　<修学旅行の実施状況>

　[image: image1]
 

(2)　修学旅行の実施に際しては、文部科学省や大阪府教育委員会事務局からの通知により、各学校において危機管理体制を整備するように求められているが、平成20年５月に実施した府立高等学校７校の事務局監査において、その状況を調査したところ、緊急時の対応マニュアルを作成している学校は２校のみであった。

 

＜文部科学省及び大阪府教育委員会事務局からの通知（抜粋）＞

修学旅行における安全確保の徹底について（昭和63年３月31日付　文初高第139号）
一　（後段）このため、学校においては、修学旅行の計画実施に当たり、その実施のねらい、教育的意義を明らかにするとともに、旅行経路、交通機関、現地の状況等についての事前の実地調査の実施、引率体制等の充実、万一の事故発生等緊急時の連絡体制・医療体制等の点検、保護者の理解の徹底等、細心かつ周到な準備を整え、関係業者に過度に依存することなく主体性をもって修学旅行の安全確保につき万全を期すこと。



 

	 
海外修学旅行実施上の留意事項（平成16年３月31日付　教委教務第2481号）
２　計画

(3) 緊急事態を想定して、対応できる体制を整備すること

ア　緊急時や非常時の現地対応及び国内対応の体制を整備すること
 

(3)　修学旅行の実施に当たり、各学校は事故等に備えて旅行保険に加入しているが、実際に事故等が発生した場合には、直ちにその対応や処理のための経費が必要になることが予想される。先の府立学校７校における監査の際に、緊急対応に必要な経費についての措置の状況を確認したところ、その内容は次のとおりであり、「特になし」と回答した学校においては、緊急の経費についての対応が困難となっている。

・　独自の安全互助会や災害対策基金(以下｢単位互助会等という。｣)により対応する。(２校)

・　旅行業者に依頼する。（１校）

・　教育委員会に依頼する。（１校）

・　特になし。（３校）

 

２　受検機関の対応

修学旅行の実施にあたっては、各学校から教育委員会に対して、事前協議・届出を行うこととしている。

・　修学旅行については、「宿泊を伴う教育活動実施上の留意事項」や「海外修学旅行実施上の留意事項」等の中で、緊急時や非常時の現地対応及び国内対応の体制の整備、緊急時の連絡網の確立等について学校を指導し、実施期日１か月前までに、旅行の概要や費用内訳、安全対策等について、届け出させている。

・　特に海外修学旅行については、実施年度の前年度の８月までに、「海外修学旅行の実施について（協議）」を提出させ、事故発生時の旅行団及び学校組織体制等についてチェックし、必要に応じて指導している。また、海外修学旅行実施の３か月前に、実施予定校の情報を外務省及び文部科学省に提供している。さらに、実施校から実施後１か月以内に「海外修学旅行実施報告書」を提出させ、実施状況等について把握している。

 

３　課題

(1)　府立学校では、修学旅行の教員マニュアル等に、警察機関、医療機関等の連絡先を記載するなど、一定の規模の事件・事故への対応は備えているが、旅行の継続を中断せざるを得ないような重大な事件・事故が生じた場合を想定した具体的な取組については検討されていない。

(2)  府立学校においては、昭和28年に、阿蘇山の噴火により修学旅行中の生徒に死傷者が発生しているが、これ以降、特に重大な事件・事故が発生していないこともあり、長期間にわたって、このような事態を想定した対応策が検討されていない。しかし、事件・事故が発生した場合は、緊急かつ多岐にわたる対応が求められることから、例えば、重大な事件・事故を念頭においたシミュレーションを通して机上訓練を行うなど、教育委員会と府立学校が一体となった危機管理体制の構築に向けて検討するとともに、各学校に対しては、緊急時のマニュアルなどの具体的な指針を示し、実効性のある指導を進める必要がある。

(3)  重大な事件・事故の処理に要する経費については、学校ごとに加入している旅行保険によって事後的に補償されるが、実際にこうした事件・事故等が発生した場合には、学校現場では様々な対応に追われ、緊急時の突発的な費用まで独自に確保することには限界があると予想される。このため、学校が現地対応等に専念できるように、事件・事故の処理のために緊急に必要な経費については、教育委員会において措置できるよう、支援体制を検討する必要がある。

 


 

 

 

○　ＰＴＡ会計の使途について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府立三島高等学校
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成20年５月26日

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	事　　　務

	指摘事項
ＰＴＡ会計の使途について、本来公費で負担すべき経費を支出するなど不適切なものがあった。
 

	指摘事項等の内容等
１　大阪府教育委員会は、平成18年４月に府立学校に配布した「学校徴収金等取扱マニュアル」の中で、公費で負担すべき経費については、ＰＴＡから支援を受けないことを明記して、教職員に対して、その徹底を指示した。

ところが、平成18年度前半における府立学校７校の監査において、本来公費で負担すべき経費をＰＴＡ会費で支出しているものが数例あったことから、大阪府監査委員は、教育委員会の監査結果において、「ＰＴＡ会費が、ＰＴＡ本来の目的のために適切に使用されるよう指導する必要がある。」との委員意見を付して一層の徹底を求めたところである。

この委員意見については、大阪府監査委員事務局のホームページにおいて公表し、教育委員会も研修会等の機会に、この委員意見の写しを配付して学校長等に伝達した。

さらに、教育委員会は、平成19年３月15日付け財務課長通知及び平成19年４月12日付け教育振興室長通知において、具体的事例を列挙の上、公費で負担すべき経費については、ＰＴＡから支援を受けないことを府立学校長に求めたところである。

 

２　ところが、大阪府立三島高等学校ＰＴＡ会計の平成19年度の使途を調査したところ、次のような不適正な事例があった。

　　[image: image2]
定期健康診断における学校医の診断は、非常勤の学校職員としての職務であり、健康診断における応援医師については公費から一定の謝礼が支給されていることから、昼食代は自己支弁の範囲内である。

修学旅行時における他校との交流は、旅行内容の一部であるので、相手校への記念品は参加者全員が負担すべきものである。具体的には、修学旅行積立金会計から支出するのが妥当であると考えられるが、少なくともＰＴＡ会計から支出すべきものではない。

卒業証書授与式における暖房用灯油代については、式場設営者である同校がその要否を判断の上、必要とあれば公費から支出すべきものである。

卒業証書授与式における来賓は、同校が招待したものであるので、弁当の提供については「会議及び懇談等の執行基準」（平成10年３月制定）の基準に従い、同校がその要否を判断の上、必要とあれば公費から支出すべきものである。

 

３　ＰＴＡ会計からの支出については、公費と私費の負担区分を厳守するとともに、今後、かかることのないよう、適正な事務の執行に努められたい。

	
	
	
	
	


 

 

○　通勤手当の認定事務について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府立河南高等学校
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成20年５月13日

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
自家用自動車による通勤認定を受けている者のうち、要件に該当しないにもかかわらず認定されているものがあった。
 

	指摘事項等の内容等
 

１　教職員の自家用自動車等の使用による通勤については、教育長通知（平成13年11月16日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」、平成19年３月１日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」の一部改正）及び教職員企画課長通知（平成13年11月16日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化に係る取扱いについて」）において、通勤不便地等の理由で真にやむを得ない場合にのみ認定されることとなっている。

 
２　また、大阪府監査委員は、平成15年度に大阪市立中学校教諭の通勤手当に係る住民監査請求の監査結果において、「府立学校に対し、現在府教委が行っている学校事務に関する検査においても、的確に自動車通勤の実態を把握するとともに、改めて関係通知の徹底を図ること。」という意見を付した。

　　　これを受けて、教育長は平成16年３月19日付けで各府立学校長に対し、再度「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」を通知したところである。

 

３　平成17年度において、府監査委員は、上記の教育長通知に違反していた府立学校に対して指摘を行い、その遵守を強く求めてきた。

これらの事例は大阪府ホームページに掲載されており、府立学校においても情報を入手できる状況にある。

 

４　しかしながら、大阪府立河南高等学校において、自家用自動車等による通勤認定を確認したところ、通勤不便な職員であることの認定要件に該当しないにもかかわらず認定が行われていたものがあった。（３件）

また、職員本人の疾病や家族の通院送迎を理由に認定が行われていたもののうち、認定時から相当期間を経過し認定事由が消滅しているにもかかわらず、事後確認が行われないまま認定が継続されているものや、家人の病院等への送迎等を要する場合の認定要件に該当しないものがあった。（２件）

 

５　今後は、自家用自動車等の使用による通勤認定に当たっては、上記の教育長通知の要件に該当するかどうか事実確認を十分行ったうえで認定を行うとともに、認定後も認定事由の変更の有無を確認するなど、適正な事務の執行に努められたい。

 

	
	
	
	
	
	


 

○　通勤手当の認定事務について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府立岸和田高等学校
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成20年５月19日

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
自家用自動車による通勤認定を受けている者のうち、要件に該当しないにもかかわらず認定されているものがあった。
 

	指摘事項等の内容等
 

１　教職員の自家用自動車等の使用による通勤については、教育長通知（平成13年11月16日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」、平成19年３月１日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」の一部改正）及び教職員企画課長通知（平成13年11月16日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化に係る取扱いについて」）において、通勤不便地等の理由で真にやむを得ない場合にのみ認定されることとなっている。

 
２　また、大阪府監査委員は、平成15年度に大阪市立中学校教諭の通勤手当に係る住民監査請求の監査結果において、「府立学校に対し、現在府教委が行っている学校事務に関する検査においても、的確に自動車通勤の実態を把握するとともに、改めて関係通知の徹底を図ること。」という意見を付した。

　　　これを受けて、教育長は平成16年３月19日付けで各府立学校長に対し、再度「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について」を通知したところである。

 

３　平成17年度において、府監査委員は、上記の教育長通知に違反していた府立学校に対して指摘を行い、その遵守を強く求めてきた。

これらの事例は大阪府ホームページに掲載されており、府立学校においても情報を入手できる状況にある。

 

４　しかしながら、大阪府立岸和田高等学校において、自家用自動車等による通勤認定を確認したところ、家人の病院等への送迎等を要する場合の認定要件に該当しないものがあった。

 

５　今後は、自家用自動車等の使用による通勤認定に当たっては、上記の教育長通知の要件に該当するかどうか事実確認を十分行ったうえで認定を行うとともに、認定後も認定事由の変更の有無を確認するなど、適正な事務の執行に努められたい。

 

	
	
	
	
	
	


 

○　行政財産の使用許可について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府立岸和田高等学校
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成20年５月19日

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	財　　　産

	指摘事項
学校敷地の上空に、電力会社の電線等が行政財産の使用許可を受けることなく設置されていた。
 

	指摘事項の内容等
 

１　大阪府立岸和田高等学校敷地を調査したところ、同敷地の南側の上空に、電力会社の電線等が、行政財産の使用許可を受けることなく設置されていた。

 

２　大阪府公有財産規則第14条では、「公有財産は、常に良好な状態において管理し、適正かつ効率的に運用しなければならない」とされている。

 

　　公有財産の適正な管理を図るためには、当該財産の実態を調査してその現状を把握（土地にあっては、不法に占拠され、又は境界が不明になっていないか）し、常に監視を行わなければならない。

 

３　大阪府立高等学校の長は、同規則第３条第１項の規定により、行政財産の管理を委任されている者であることから、行政財産たる高等学校敷地については、常に適正に管理しなければならず、特に無許可による占用がなされないように注意しなければならない。

 

４　上空線の不法占用については、教育委員会（施設課）が、平成17年６月10日付けで「学校敷地内を通過する上空線の現況調査」を実施し、同年９月28日付け監査事務局長通知を受けて、その是正を図っていた。本件は、その後に発生したものであるが、同じ不備事項が繰り返されていることは適切な業務執行と言い難い。

 

５　本件については、設置者に対して速やかに設置物を敷地外に移動させるか、又は、使用許可の申請手続を取るよう指示するとともに、今後、行政財産の適正な管理に十分に留意されたい。

	
	
	
	
	
	


 

○　自動車リサイクル料金の支出手続について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府警察本部
（総務部装備課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年９月５日

	
	
	
	事務局　平成20年５月９日から
平成20年７月31日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	歳　　　出

	指摘事項
自動車リサイクル料金の支出手続において、経費支出伺の決裁が行われていないものが
あった。
 

	指摘事項の内容等
　１　大阪府警察本部装備課における経費支出の意思決定については、書面で起案し、大阪府警察処務規程により、同課課長の決裁を得ることとなっており、その上で契約（支出負担行為）することとしている。

 

　２　ところが、平成19年度における経費支出に係る書類を抽出して確認したところ、自動車リサイクル料金に係る経費支出について、同規程に基づく決裁を得ないまま、支出がなされているものがあった。

 

　　（1）見積徴収日　　　　　　　　　　　　　平成20年３月17日

　　（2）書面による経費支出伺起案日　　　　　平成20年３月17日

　　（3）経費支出伺（書面）に係る意思決定　　　　　　承認なし

　　（4）支出命令伺書起票日　　　　　　　　　平成20年４月10日

 

３　今後、かかることのないよう十分注意するとともに、再発防止のための措置を講じられたい。

 
 
 
 
（参考）

地方自治法第232条の３　

　　普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算の定めるところに従い、これをしなければならない。

 

　大阪府財務規則第39条

　　　知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。

　２　前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。

 


	
	
	
	
	
	


 

 

○　扶養手当の認定事務について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府警察本部
（警務部給与課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年９月５日

	
	
	
	事務局　平成20年５月９日から
　　　　平成20年７月31日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
　　扶養手当の認定事務において、扶養親族の所得額を誤ったため、同手当等が過払いと
なっているものがあった。
 

	指摘事項の内容等
１　大阪府四條畷警察署Ａ職員は、平成14年４月１日から実母の扶養手当の認定を受けた。

ところが監査時に実母の所得を確認したところ、平成18年10月以降、所得限度額を超える収入（平成18年通知の年金額：国民年金老齢基礎年金521,500円、厚生年金遺族厚生年金1,092,800円、合計1,614,300円）を得ており、扶養手当の受給要件が消滅していたにもかかわらず、任命権者への届出をせず、引き続き扶養手当を受給していた。このため、平成18年10月分から平成20年６月分まで、扶養手当等が過払いとなっていた。

 

過払支給期間
既　支　給　額
正規支給額
過払支給額
平成18年10月～
　　平成20年６月
扶　養　手　当
352,000
円
250,000
円
102,000
円
地域(調整)手当
765,510
円
755,310
円
10,200
円
期　末　手　当
1,945,452
円
1,921,374
円
24,078
円
勤　勉　手　当
893,409
円
891,160
円
2,249
円
合　　　　　計
3,956,371
円
3,817,844
円
138,527
円
 
　（監査対象年度：平成19年度分
98,209
円）
 
２　扶養手当は、扶養親族で他に生計のみちがなく、主としてその職員の扶養を受けている者のある職員に支給することになっている。他に生計のみちがあるかどうかの判断については、その者の勤労所得、資産所得、事業所得等の合計額の多寡によって行い、年額130万円程度以上である者は扶養手当の支給対象とはならない。(職員の扶養手当に関する規則第３条第２項）

　　扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合は、職員は、直ちにその旨を任命権者に届け出る必要がある（同規則第２条第１項）が、本件については職員からの届出がなされていなかった。

　また、任命権者は、認定を行うときその他必要と認めるときは、扶養事実等を証明するに足りる証拠書類の提出を求めることができる（同規則第３条第４項）こととなっており、「その他必要と認めるとき」として、支給要件を具備しているか、扶養手当の月額が適正であるかどうかを随時確認することとなっている（職員の扶養手当に関する規則の運用について第６項）が、本件については確認がなされていなかった。

 

３　本件については、戻入等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう努められたい。

	
	
	
	
	
	


 

 

 

○　通勤手当の認定事務について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府警察本部
（警務部給与課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成20年９月５日

	
	
	
	事務局　平成20年５月９日から
　　　　平成20年７月31日まで

	処理区分
	指摘事項
	事務区分
	庶務諸給与

	指摘事項
　　通勤手当の認定事務において、経路認定後、実際には認定通勤手当を下回る金額の他経路定期券で通勤しているもの、回数券相当額の誤りや自転車等の使用距離の誤りにより同手当が過払いとなっているもの、自動車等通勤の承認基準に該当しないにもかかわらず認定されているものがあった。
 

	指摘事項の内容等
　１　警察本部総務課Ａ職員の通勤手当の支給について、平成20年４月１日に下記経路で通勤の届出をし、同日付けで届出のとおり認定された。他の経路に比して高額であるが通勤事情を考慮して認定されたものであるため、監査において定期券を確認したところ、同月２日に認定通勤手当を下回る金額の他経路で定期券を購入し通勤していることが判明した。

経路比較
既認定経路
自宅（徒歩）甲駅（近鉄電車）乙駅（大阪市営地下鉄）丙駅（徒歩）勤務公署（※甲駅から丙駅までは近鉄電車、大阪市営地下鉄による相互直通運転が行われている。）
所要額　１か月25,410円　６か月137,220円
通勤経路
自宅（徒歩）甲駅（近鉄電車）丁駅（大阪市営地下鉄）丙駅（徒歩）勤務公署（※近鉄電車から大阪地下鉄に丁駅で乗り換え。）
所要額　１か月24,550円　６か月132,580円
 

期      間
既支給額
正支給額
過払支給額
平成20年４月～平成20年９月
137,220円
132,580円
4,640円
（ただし、監査対象年度額　0円）

 

　２　警察本部通信指令室Ｂ職員の通勤手当の支給について、交替制勤務に従事しており回数券を基礎に運賃等の額が認定されていたが、南海りんかんバスの回数券相当額に誤りがあり、適切な確認を怠っていたため、下記のとおり、通勤手当が過払いとなっていた。

 

通勤経路
自宅（徒歩）甲バス停（南海りんかんバス）乙駅（南海電車）丙駅（大阪市営地下鉄）丁駅（徒歩）勤務公署
既認定額
所要額　１か月24,912円　６か月145,192円
正規認定額
所要額　１か月21,222円　６か月127,332円
 

期      間
既支給額
正支給額
過払支給額
平成19年４月～平成20年９月
435,576円
381,996円
53,580円
（ただし、監査対象年度額　35,720円）

 

　

	
	
	
	
	
	


 

	 
　３　北堺警察署Ｃ職員の通勤手当の支給について、交替制勤務に従事しており回数券を基礎に運賃等の額が認定されていたが、南海りんかんバスの回数券相当額に誤りがあり、適切な確認を怠っていたため、下記のとおり、通勤手当が過払いとなっていた。

 

通勤経路
自宅（徒歩）甲バス停（南海りんかんバス）乙駅（南海電車）丙駅（大阪市営地下鉄）丁駅（徒歩）勤務公署
既認定額
所要額　１か月21,009円　６か月121,774円
正規認定額
所要額　１か月17,319円　６か月103,914円
 

期      間
既支給額
正支給額
過払支給額
平成17年12月～平成20年５月
630,270円
519,570円
110,700円
（ただし、監査対象年度額　44,280円）

 

４　貝塚警察署Ｄ職員については、自宅から同署まで自転車を利用した場合の距離が8.3キロメートルであるにもかかわらず、12.0キロメートルとして認定を行っていたため、下記のとおり、通勤手当が過払いとなっていた。

 

経路比較
既決定経路
自宅（自転車 12.0キロメートル：支給対象）～勤務公署
所要額　１か月6,500円　６か月39,000円
正規認定経路
自宅（自転車  8.3キロメートル：支給対象）～勤務公署
所要額　１か月4,100円　６か月24,600円
 

期      間
既支給額
正支給額
過払支給額
平成19年12月～平成20年９月
65,000円
41,000円
24,000円
（ただし、監査対象年度額　9,600円）

 

５　警察本部総務課Ｅ職員については、自宅から最寄り駅まで自転車等を利用した場合の距離が960メートルであるにもかかわらず、1.2キロメートルとして認定を行っていたため、下記のとおり、通勤手当が過払いとなっていた。

 

経路比較
既決定経路
自宅（自転車 1.2キロメートル：支給対象）甲駅（南海電車）乙駅（大阪市営地下鉄）丙駅（徒歩）勤務公署
所要額　１か月24,570円　６か月133,890円
正規認定経路
自宅（徒歩）甲駅（南海電車）乙駅（大阪市営地下鉄）丙駅（徒歩）勤務公署
所要額　１か月22,570円　６か月121,890円
 

期      間
既支給額
正支給額
過払支給額
平成18年６月～平成20年９月
630,470円
574,470円
56,000円
                                                   （ただし、監査対象年度額　24,000円）

 

６　八尾警察署Ｆ職員及び鶴見警察署Ｇ職員については、平成19年３月23日付け「自動車等通勤の取扱いについて（依命通達）」による承認基準にも該当しないにもかかわらず、自宅から最寄り駅まで自動車等（単車）を利用するとして、北堺警察署Ｈ職員についても同じく自宅から勤務公署まで自動車等（単車）を利用するとして、それぞれ認定が行われていた。

 

７　これらの件については、速やかに戻入や承認の取消し等の是正措置を講じるとともに、今後、かかることのないよう適正な事務の執行に努められたい。


 

	（参考）
職員の給与に関する条例

第14条（第１項略）

２　通勤手当の額は、６箇月を超えない範囲内で、月の１日からその月以後の月の末日までの期間として人事委員会規則で定める期間(以下「支給対象期間」という。)につき、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額とする。

一　前項第１号に掲げる職員　人事委員会規則で定めるところにより算出したその者の支給対象期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額(以下「運賃等相当額」という。)

二　前項第２号に掲げる職員　次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に定める額(育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び法第26条の３第１項の規定による承認を受けて一週間の勤務時間の一部について勤務しない職員のうち、一月当たりの通勤回数を考慮して人事委員会規則で定める職員にあつては、その額から、その額に人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額)に支給対象期間の月数を乗じて得た額。ただし、人事委員会規則で定めるところにより通勤が不便であると認められる職員又は通勤が困難であると認められる身体に障害を有する職員にあつては、3万500円又は4万3,600円を超えない範囲内で人事委員会規則で定める額に支給対象期間の月数を乗じて得た額

イ　自転車等の使用距離(以下この号において「使用距離」という。)が片道５キロメートル未満である職員　2,000円

ロ　使用距離が片道５キロメートル以上10キロメートル未満である職員　4,100円

ハ　使用距離が片道10キロメートル以上15キロメートル未満である職員　6,500円

（二～ワ略）

 

職員の通勤手当に関する規則

第３条　任命権者は、職員から前条の規定による届出があつたときは、その届出に係る事実を通勤用定期乗車券(これに準ずるものを含む。以下「定期券」という。)の提示を求める等の方法により確認し、その者が条例第14条第１項の職員たる要件を具備するときは、その者に支給すべき通勤手当の額を決定し、又は改定しなければならない。

第５条　条例第14条第２項第１号に規定する運賃等相当額(以下「運賃等相当額」という。)の算出は、運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額によるものとする。

第６条の３　条例第14条第２項第３号に規定する職員の区分及びこれに対応する同号に規定する通勤手当の額は、次に掲げるとおりとする。

一　条例第14条第１項第３号に掲げる職員(交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であつて、その利用する交通機関等が通常徒歩によることを例とする距離内においてのみ利用しているものであるものを除く。)のうち、自転車等の使用距離が片道一キロメートル以上である職員(その使用する自転車等が通常徒歩によることを例とする距離内においてのみ使用しているものであるものを除く。)及び自転車等の使用距離が片道一キロメートル未満であるが自転車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員　運賃等相当額及び条例第14条第２項第２号に定める額の合計額

（第二号及び第三号略）

第22条　任命権者は、現に通勤手当を支給されている職員について、その者が条例第14条第１項の職員たる要件を具備するかどうか及び通勤手当の額が適正であるかどうかを当該職員に定期券等の提示を求め、又は通勤の実情を実地に調査する等の方法により、随時、確認するものとする。


	 
自動車等通勤の取扱いについて（依命通達）
１　自動車等通勤の原則

自動車等通勤は、後記２の承認基準を満たし、事前に所属長の承認を受けた場合に限り、行うことができる。ただし、所属長が非常招集その他の理由により、緊急に出勤させる必要があると認めた場合は、この限りでない。



 

 

○　工事請負契約における変更契約について

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	　 大阪府都市整備部
     （事業管理室）
　 ７土木事務所
　 ４流域下水道事務所
　 西大阪治水事務所
　 寝屋川水系改修工営所
　 安威川ダム建設事務所
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成19年６月５日 から
　　　　平成20年２月29日 まで

	委員意見
都市整備部出先機関における工事請負契約の変更契約について調査したところ、当初契約において十分に事前の計画・調査を行っていれば変更契約を行わずに済んだものや、変更契約ではなく別途契約を締結すべきであったものが認められた。また、変更契約が必要であるにもかかわらず協議書で対応していたものなど、事務処理面での不備が認められた。これらについては、今後このようなことが生じないよう、適正な事務処理を徹底されたい。
また、変更契約は安易な取扱いを行えば不適正な事務を発生させるおそれがあるため、決裁文書中の理由記載を適切に行うとともに、ガイドライン等の策定、多様なチェック体制の構築など幅広く対応を検討されたい。
 

	 
１　調査について

(1) 調査の背景

ア　府が発注する工事の工事請負契約においては、契約後の事情変更等により変更契約が締結されることがある。

イ　府は平成16年４月に「大阪府請負契約変更事務処理要綱」（以下「要綱」という。）を、また、都市整備部（平成18年４月に土木部を組織改編し都市整備部とした。）は要綱に基づき「土木部請負契約変更事務処理要領」（以下「要領」という。）を定めており、同部では要綱、要領に基づき変更契約が行われている。

ウ　要綱第４条第１項では「建設工事を発注するに当たっては、事前に計画及び調査を慎重に行い、契約期間中にみだりに設計変更が生じないよう措置しなければならない」とされている。変更契約は、事前計画・事前調査時には予測できない事情が契約締結後に発生・判明した場合など、妥当な理由がある場合に行い得るものと考えられる。

　　また、変更によって新たに付加する工事内容は、当初契約と関連性のあるものでなければならず、変更契約に当たっては、その契約金額が妥当でなければならない。

エ　設計変更後の請負代金額が30％以上の増額となる工事については、変更契約の方法によらず、「既契約工事と分離して施工することが著しく困難と認められる場合を除き、原則として新たに契約を締結しなければならない」（要領第５条）とされている。

オ　手続面では「工期又は請負代金額を変更する必要が生じたときは、契約変更の手続を遅滞なく行わなければならない。ただし、軽微な設計変更については、協議書により工事を施工させることができる。」（要綱第４条第１項、第２項）と規定されており、手続を遅滞なく行うことを原則としつつも、変更金額の小さいものについては事務負担の軽減が図られている。

［軽微な設計変更］（要綱第２条第２項）

請負代金の変更額の累計が当初の請負代金額の20％に相当する額（20％に相当する額が1000万円を超える場合は1000万円）以内の設計変更

カ　変更契約は、安易に行えば、当初契約で行った競争入札の意義を減じるものであるとともに、計画的・効率的な施工管理の面からも適切ではないことから、今回、都市整備部出先機関を対象に理由や手続の妥当性等について調査を実施したものである。

 

 

 

(2) 調査の実施方法

ア　調査対象機関

・　都市整備部出先機関14機関

７土木事務所（池田、茨木、枚方、八尾、鳳、富田林、岸和田）、

４流域下水道事務所（北部、中部、南部、南大阪湾岸）、

西大阪治水事務所、寝屋川水系改修工営所、安威川ダム建設事務所

イ　調査事項

・　当初契約において事前計画や調査が適切に行われず、その後みだりに変更契約を行っているものはないか

・　変更理由・金額は妥当であるか

・　変更契約手続が要綱、要領等に則って、適正に行われているか

・　当初契約での事務過誤を変更契約で糊塗するなど、不適正な事例がないか

ウ　調査方法

・　平成18年度の工事請負契約の変更契約のうち増額変更を行っているものから、合計130件を抽出（北部流域下水道事務所及び寝屋川水系改修工営所は各８件、南大阪湾岸下水道事務所は４件、その他の11機関は10件）

 

２　調査の結果

(1) 当初契約において事前計画・事前調査が適切になされているか

ア　変更契約は、事前計画・事前調査時には予測できない事情が契約締結後に発生・判明した場合など、妥当な理由がある場合に行い得るものと考えられるので、この観点から、当初契約締結時の事前計画・事前調査の妥当性の調査を行った。

イ　調査の結果、抽出した案件のほとんどは、

・　地質や地下埋設物のように、事前に現場の施工条件の把握が困難であるもの

・　警察等関係機関、地元住民等と協議の結果、工事内容・施工方法等の変更が必要になったもの

など妥当な理由のあるものであった。

ウ　しかしながら、以下のとおり、事前計画・事前調査等を綿密に行っていれば、当初契約段階で盛り込むことが可能であったと考えられるものも、複数認められた。

 

（ア）一級河川東檜尾川取水施設付替工事（落合橋上流）（茨木土木事務所）

［当初契約］河川改修に伴う、農業用水の取水施設移設工事。

［変更契約］取水機を地下に下ろす際に誘導するための「ガイドパイプ」や土留（鋼製

ケーシング）と取水桝との空隙を詰める「間詰コンクリート」などを追加。

［問 題 点］「ガイドパイプ」や「間詰コンクリート」は、本件工事を実施する上で必要なものとして当初の段階から想定されたものであり、適切に調査、計画を行えば当初契約に盛り込むことが可能であったと考えられる。　　

 

（イ）服部緑地都市緑化植物園スロープ設置工事（池田土木事務所）

［当初契約］服部緑地内に開設されている都市緑化植物園におけるスロープ設置工事。

［変更契約］工事実施に支障となる園内照明灯の移設工事に当たって、ハンドホール（電気等の配線に必要な空間を確保するコンクリート製の箱）を、現場再精査の結果として追加。

［問 題 点］照明灯設置の際にはハンドホールを設置することが標準的であり、当初契約に盛り込むことが可能であったと考えられる。

 
（ウ）都市計画道路大阪岸和田南海線街路築造工事（鳳土木事務所）

［当初契約］道路の改築工事。

［変更契約］工期を延長（当初：平成18年２月３日～18年８月31日。変更後：平成18年２月３日～19年２月28日に変更）。

［問 題 点］本件工事の工事区間内にある未買収地については、府収用委員会における収用手続中は原状保全のため工事停止する必要があることが当初契約時点で予測されたにもかかわらず当初契約を行ったものであり、その結果、約半年間の工期の変更契約を行わざるを得なくなった。当該工期延長分は、当初契約時において見込むことができたものであり、当初契約に盛り込むことが可能であったと考えられる。

　　

（エ）一級河川東除川防災工事（大鳥池橋上流）（富田林土木事務所）

〔当初契約〕河床にコンクリートブロック（護床ブロック）を敷き、護岸コンクリート

の間の間詰めを行う工事

〔変更契約〕間詰コンクリートの量を増加（計４１立方メートル）。

［問 題 点］当初の積算において、護床ブロックの開口部の間詰コンクリートの計上漏

　　　　　れ（２６立方メートル）があったが、適切に積算を行えば当初契約に盛り込

むことが可能であったと考えられる。

 

（オ）寝屋川宝町調節池築造工事（本体工その２）（寝屋川水系改修工営所）

［当初契約］調節池本体の築造工事（別途工事。以下「工事１」という。）が終了した後に、調節池を埋め戻し、地上部に設備室の整備を行う工事（以下「工事２」という。）。

［変更契約］工事１の終了後に、中間杭や支持杭を撤去するために開けていた調節池本体の開口部を閉塞する工事を追加。

［問 題 点］変更契約に係る工事の必要性は当初から想定されたが、工事１の積算に入れていなかったことから、工事２に追加変更したもの。当該変更内容については、工事１あるいは工事２の当初契約に盛り込むことが可能であったと考えられる。

　　　　

エ　以上の事例は、事前の計画・調査を適切に行い、内部のチェック体制が働いていれば変更契約を行う必要がないものであった。都市整備部の行う工事の中には、大規模・広範囲のため事前の現場調査が十分にできないケースがあること、また、詳細調査には多額の費用を要するケースもあることは理解できるものの、費用対効果を考慮しながら、十分な事前計画・事前調査を行うよう努めるべきである。

 

　　(2)　変更理由は妥当であるか

ア　変更契約によって新たに付加する工事内容と当初契約との関連性、及び、設計変更後において請負代金額が30％以上増額となった工事が「既契約工事と分離して施工することが著しく困難と認められる」（要領第５条）かどうかについて、調査した。

イ　調査の結果、ほとんどの案件は特段問題のない変更契約であったが、以下のとおり、変更契約ではなく別途契約を行うべきであったと考えられるものも複数認められた。

 

（ア）一般国道479号電線共同溝整備工事（その20）（茨木土木事務所）

［当初契約］国道479号線（吹田市江坂町内）の地中で行う電線共同溝整備工事。

［変更契約］当該工事現場から約２km離れた地点（吹田市出口町内）の電線共同溝工事（本件とは別件の工事）の請負業者が工事途中で工事継続不能な状況になった。警察から道路の安全性確保の観点から早急に復旧するよう指導があり、本件工事に追加する形で契約内容を変更したため、請負代金額が当初契約の３倍以上に増加したもの。

［問 題 点］追加変更した工事と当初契約の工事とでは施工場所が異なり、請負代金額について30％をはるかに超えて増額していることからも、別途契約として対応すべきであったものと考えられる。

 

（イ）中央水みらいセンター最初沈殿池汚泥引抜ポンプ改良工事（北部流域下水道事務所）

［当初契約］中央水みらいセンター最初沈殿池にたまる汚泥の引抜管を改良する工事。

［変更契約］同センターの近隣河川との間にある制水扉が長期間未使用となっており、扉の制御に必要な電源供給のための敷設ケーブルと電柱の撤去工事を追加したもの。道路管理者（地元市）から撤去要請があり、当該年度末に撤去の必要性が生じたが、別途契約する時間的余裕がなかった等の理由により、変更契約で対応したもの。

［問 題 点］追加変更した工事と当初契約の工事の関連性はなく、別途契約として対応すべきであったものと考えられる。

 

（ウ）渚水みらいセンター場内整備工事（東部流域下水道事務所）

［当初契約］渚水みらいセンターの場内の進入路、園路舗装等の整備工事。

［変更契約］植樹、仮設駐車場整備工事を、地元要望により追加。

［問 題 点］追加変更した結果、請負代金額が当初金額の約 1.5倍に増額。30％を超える増額工事であり、「既契約工事と分離して施工することが著しく困難と認められる場合」に該当するとは認め難いので、別途契約として対応すべきであったものと考えられる。

　　　　

（エ）安威川ダム大岩地区残土処分地整備工事（安威川ダム建設事務所）

［当初契約］大岩地区の残土処分地における道路法面盛土工事、擁壁設置工事

［変更契約］現場を掘削した結果に基づく擁壁基礎の工法変更、搬入土砂の土質に適合

した盛土工の変更、搬入土砂の掘削箇所変更に伴うＵ字擁壁の配筋変更、他

工事との調整による擁壁延長の減、工事区域内の雨水排水管埋設に伴う排水

施設の整備工事の追加、を行った。

［問 題 点］排水施設の整備工事については、当初工事では想定されておらず、別途契

約として対応すべきであったものと考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ウ　事務が繁忙な中にあっては、手続を簡略化したいという気持ちから、ともすれば別途契約ではなく、既存工事の変更契約で対応しようという誘因が働きがちである。

また、緊急性の高い案件の場合には、時間を要する入札等の事務を省略して変更契約で対応しようという誘因が強く働きがちである。

しかしながら、そのような取扱いは競争入札を原則とする契約手続の趣旨を没却するものであり、厳に慎まなければならない。緊急の必要性があるものについては、安易に変更契約で対応するのではなく、競争入札を原則としつつ、「緊急の必要により競争入札に付することができないとき」（地方自治法施行令第 167条の２第５項）による随意契約を適用できないか判断すべきであった。

エ　また、30％以上の増額となる工事の場合、「既契約工事と分離して施工することが著しく困難と認められる場合を除き、原則として新たに契約を締結しなければならない」と規定されているにもかかわらず、上記イ記載の案件を含め、ほとんどの案件で「著しく困難」である理由が変更契約理由書や協議書に記載されていなかった。今後は、必ず理由の記載を行うとともに、決裁の際その妥当性をしっかりとチェックしていく必要がある。

 

　  (3) 変更金額は妥当であるか

ア　変更契約において、その契約金額が妥当であるかを、工事の設計積算関係の書類等関係書類により確認するとともに、聞き取りによる調査を行ったところ、不適当と考えられるものはなかった。

 

(4) 手続が適正に行われているか

ア　変更契約が、要綱及び要領に則って適切に行われているかを調査したところ、以下のとおり不適切な事例が認められたので、今後このような事例が発生しないよう事務手続を徹底する必要がある。

　

（ア）20％以上又は1000万円以上の増額変更であって、変更契約が必要であるにもかかわらず、協議書で対応していたもの　　　　

・　一般国道４７９号電線共同溝整備工事（その20）（茨木土木事務所）

・　一級河川西除川堤防整備工事（西除橋下流右岸）（富田林土木事務所）

・　寝屋川大東中央調節池築造工事（本体工その２）（寝屋川水系改修工営所）

・　寝屋川宝町調節池築造工事（本体工その２）　　（寝屋川水系改修工営所）

 

（イ）軽微な設計変更において、協議書を作成していないもの

・　今池水みらいセンター場内整備工事（その10）（南部流域下水道事務所）

　  　協議書を作成せずに、業者との工事打合せ簿により変更を行っていた。　　

 

（ウ）協議書に請負者現場代理人の押印がなかったもの

・　主要地方道（旧）大阪中央線大正橋補修工事　（富田林土木事務所）　

　　　　 　

 

３　不適正事案を防ぐための取組

　　(1)　変更契約に関連した不適正事案

ア　変更契約に関連した不適正事案として過去に公表･報道されたものとして、たとえば平成16年度の企業局（当時）における防潮堤撤去工事事案、平成19年度の都市整備部港湾局における水門改良工事事案がある。

イ　今回の調査では、このような不適正な事案は発見されなかったが、変更契約は安易に事務を行えば、不適正な事務を発生させるおそれがあることから、これらの事案を踏まえ厳正な対応を行っていく必要がある。

 

(2)　防潮堤撤去工事事案について

ア　この事案は、当初契約の設計書の積算ミス（面積を過大に積算したため、高い金額で契約）を糊塗するために、一部必要のない工事内容で契約変更が行われていたものである。

イ　これは都市整備部の事案ではないものの、当初の積算段階、変更契約段階それぞれの段階でのチェックの重要性について改めて注意喚起し、厳正な事務を徹底するための機会とすべきものであった。

ウ　今回、都市整備部出先機関の平成18年度の契約を対象に調査を実施した結果、上記２に記載したとおり、大部分の案件で適正な処理がなされていたものの次の事例も認められた。

（ア）事前計画・事前調査が不十分であったもの

（イ）本来別途契約を行うべきものを安易に変更契約で処理していたもの

（ウ）事務手続面で不備のあるもの

エ　このような事例が続くようであれば、今後、不適正な事案発生につながりかねないと懸念されることから、改めて厳正な事務取扱いを徹底する必要がある。

オ　また、意思決定において的確なチェックを行い不適切な事案を防止するためには、変更理由を決裁文書の中で明確にしておくことが基本である。この点について調査したところ、以下のとおり不十分な点が認められたので、今後、決裁文書において変更理由をより一層明確にする取組が求められる。

（ア）変更理由書の記載内容については、簡略なものから詳細なものまで案件によって様々であったが、中には、記述内容が不明確で変更理由・内容が分かりにくい案件もあった。また、理由書には「現場再精査による数量変更」と記載するのみで、具体的な変更項目・変更量が明確ではないものが多数認められた。

（イ）請負業者以外の者（関係機関、地元住民等）との協議経過記録を添付していない事務所があった。

カ　一方、別途契約で対応するものと設計変更で対応するものの判断にばらつきをなくし、不適切な事例が起こらないようにしていくためには、具体例を示した判断のガイドラインを整備しておくことが望まれる。また、事務手続面でのマニュアルも整備が望まれる。

国や他の自治体では、工事変更契約に係るガイドライン、マニュアル等を作成している事例があるので、都市整備部として統一的な事務が進められるよう、このような事例も参考としながら検討を進めるべきである。

 

(3) 水門改良工事事案について

ア　この事案は、工事着手後、追加変更の必要が生じた際に、本来であれば残予算を確認した上で決裁手続を行い、請負業者に工事を指示するところ、残予算の確認や決裁手続を経ないまま、上司の口頭了解のみで請負業者に追加工事を指示したものである。工期末に予算を超えて請負業者に工事指示していたことが判明したが、これを糊塗するため、実際の工事内容から一部の工事を除外した内容で契約関係書類を作成し決裁文書を整えていた。そしてその結果、業者に対する未払金が発生することとなった。

イ　この事案では、起案・決裁などを通じて複数回のチェックがされる仕組みが構築されていても、ルールどおりに運用しなければチェック体制が機能しないことを示している。

ウ　また、この工事変更は、当初は口頭報告のみで工事が進められており、また、後日、書面上の体裁が整えられていることから、当該不適正な事案に関与していない者が不正を発見しようとしても、書面のチェックのみでは発見困難である。

エ　土木事務所の中には、決裁関与者が担当者から直接説明を受けることとしたり、打合せスペースを技術次長、技術課長席の近くに設置し目が届きやすいようにするなどの取組を行っているところもあるが、さらに、案件を抽出して、工事の中間段階において随時現場と設計図書の齟齬を担当者以外の職員がチェックする体制を検討するなど様々な観点から改善策を検討し、事務所間でノウハウを共有していくべきである。

　

４　課題　

(1) 都市整備部出先機関における工事請負契約の変更契約について調査したところ、当初契約において十分に事前の計画・調査を行っていれば変更契約を行わずに済んだものや、変更契約ではなく別途契約を締結すべきであったものが認められた。また、変更契約が必要であるにもかかわらず協議書で対応していたものなど、事務処理面での不備が認められた。これらについては、今後このようなことが生じないよう、適正な事務処理を徹底する必要がある。

 

(2) 変更契約は安易な取扱いを行えば不適正な事務を発生させるおそれがあるため、決裁文書中の理由記載を適切に行うとともに、ガイドライン等の策定、多様なチェック体制の構築など幅広く対応を検討する必要がある。

 


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○　普通教室の情報コンセントについて

 

	監査（検査）
対象

機関・団体

（会計）
	大阪府教育委員会事務局
（教育振興室高等学校課）
	監査（検査）
実施年月日
	委　員　平成－年－月－日

	
	
	
	事務局　平成19年５月30日 から
　　　　平成20年３月５日 まで

	委員意見
府立高等学校の普通教室に設置されている情報コンセントの利用状況について調査したところ、１室当たりの平均利用回数が極めて低調であり、調査時点において、情報コンセントを活用するための取組を行っていない学校が多数あった。
このため、インターネットを活用した授業の有効性について、学校の理解を深めるとともに、学校の実情を把握の上、活用事例の紹介や機器の整備に努めるなど、情報コンセントの積極的な活用に向けた更なる方策を検討されたい。
 

	１　背景・現状
(1) 平成11年10月に国において決定された「ミレニアム・プロジェクト」の中に、プロジェクトのテーマの一つとして「教育の情報化」が設定され、「2005（平成17）年度を目標に、すべての小中高等学校等からインターネットにアクセスでき、すべての学級のあらゆる授業において教員及び生徒がコンピュータを活用できる環境を整備する。」とされ、各教科の授業において、コンピュータやインターネットなどの活用が求められた。

平成13年３月には、国の「e-Japan重点計画」において、高度情報通信ネットワーク社会の実現のために特に重点的に施策を講ずべき分野の一つに「教育及び学習の振興並びに人材の育成」が設定され、このために「小中高等学校及び大学等のIT教育体制を強化するとともに、社会人全般に対する情報生涯教育の充実を図る。」とされ、普通教室においても、インターネットに接続するための接続口となる情報コンセントの設置が示された。

国は、府県に対して、平成17年度末を目標に、普通教室にパソコン２台（教員用１台、生徒用１台）を設置し、各普通教室からインターネットに接続できる環境を整備することを求めており、必要な経費については、地方交付税で措置することとされた。

 

(2) 大阪府においても、平成13年３月に「電子府庁（e-ふちょう）アクション・プラン」が定められた。その中で、各分野へのIT化の拡大に係る取組として「教育のIT化」が設定され、府教育センターを核とした総合的なネットワーク（教育総合情報ネットワーク）を整備し、「教室のIT化を進める」とされた。

このような方針を踏まえて、大阪府教育委員会は、学校図書館の学習情報センター機能の充実を図るとともに、生徒が学校でインターネットを利用できる環境を構築するため、平成12年度、13年度の２か年で、府教育センターを中心として府立高等学校を専用回線で接続する学校情報ネットワークを整備した。

急速に普及したITを活用することにより、良質な教材をタイムリーに提示するなど、より一層学習内容を充実させるため、学校情報ネットワークの学習環境を普通教室へ普及することを目的として、平成15年度から17年度までの３か年で、情報コンセントを全普通教室に整備した。

 

(3) 平成19年度に実地監査を行った府立高等学校46校における、平成15年度から17年度までの情報コンセント設置工事の状況は、表１のとおりである。
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(4) 上記46校の平成18年度における普通教室の情報コンセントの利用について実態を調査したところ、その結果は次のとおりである。

ア　情報コンセントの利用状況

(ｱ) 情報コンセントの利用状況・年間利用回数

情報コンセントの利用状況について、「授業」・「部活動」・「その他」の三形態に分けて調査した結果は、表２のとおりである。

情報コンセントを全く利用していない学校は21校で、45.7％を占める。また、46校合計の情報コンセント設置998教室における１室当たりの年間平均利用回数は、1.06回であった。
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なお、「その他」の内容の主なものは次のとおりである。

・　保護者懇談

・　文化祭

・　奨学金のウェブ申請

・　中学生の高校訪問における体験授業

 

(ｲ) 授業での教科別利用状況

授業で情報コンセントを利用している学校（表２のａ・ｂ・ｃ・ｄ合計21校）における教科別の利用状況は、表３のとおりである。学校数でみた場合、最も多く利用された教科は理科であり、９校において利用されている。年間利用回数でみた場合では、総合的な学習の時間における141回が最も多く、次いで理科129回、社会95回、保健体育77回となっている。
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(ｳ) 授業での年間利用回数

46校の状況は、表４及びグラフ１のとおりである。46校分の授業での年間利用回数の合計である666回のうち、利用回数の多い２校（209回、119回）で49.2％を占めており、その他の44校においては、6～10回、11～20回が比較的多くなっている。また25校では授業で全く利用されていない。
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(ｴ) 部活動での年間利用回数

46校の状況は、表５及びグラフ２のとおりである。46校分の部活動での年間利用回数の合計である200回のうち、101回以上利用しているのは１校（150回）のみであり、この学校の利用が75％を占めており、39校では部活動で全く利用されていない。
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(ｵ) その他での年間利用回数

46校の状況は、表６及びグラフ３のとおりであり、46校分のその他での年間利用回数の合計である191回のうち、101回以上利用しているのは１校（120回）のみであり、この学校の利用が62.8％を占めており、40校ではその他で全く利用されていない。
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イ　授業で情報コンセントを利用していない理由

授業で情報コンセントを利用していない教科について、その理由を調査した結果は表７のとおりである。いずれの教科においても、ｆの「教材としてインターネット接続を使用しないため」が最も多く、全教科合計の29.5％を占めている。次いで、ｃの「利用する機器はあるが普通教室への移動が困難である（休憩時間が短い等の時間的制約）」17.9％、ｅの「授業にふさわしいインターネット接続の活用事例が見つからないため」17.1％となっている。

機器（パソコン等）の整備状況については、「利用する機器はある」とした学校が、ｃ及びｄを併せて22.2％にのぼり、「不足している」としたｂの11.6％のほぼ倍となっている。
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（理由）
ａ：授業でインターネット接続を必要とするときはＬＡＮ教室を利用するため
ｂ：普通教室でインターネット接続を利用するための機器（パソコン等）が量的に不足しているため
ｃ:利用する機器はあるが普通教室への移動が困難である(休憩時間が短い等の時間的制約）
ｄ：利用する機器はあるが普通教室への移動が困難である(エレベーターがない等の施設構造上の問題）
 
ｅ：授業にふさわしいインターネット接続の活用事例が見つからないため
ｆ：教材としてインターネット接続を使用しないため
ｇ：その他
 

なお、ｇの「その他」の内容の主なものは次のとおりである。

・　図書室等の特別教室を利用するため。（９校）

・　スクリーンの使用は視認性に問題がある。（３校）

・　著作権に問題がある可能性がある。（以下１校ずつ）

・　教材として使用するためには、インターネットのコンテンツを加工する必要があるため。

・　利用したい教材が、技術的に学校情報ネットワークのパソコンでは利用できなかった。

・　リアルタイムで利用しなければならない教材が少ない。

・　リアルタイムの利用では、授業にふさわしくない画面が表示されるおそれがある。

・　教科書による授業だけでも時間が不足しており、ネットを使った授業をする余裕がない。

・　情報コンセントについて知らなかった。

（※複数回答あり）

ウ　情報コンセント活用に関する学校の取組

(ｱ) 監査実施日時点における学校の取組について調査した結果は、表７のとおりであり、「現在取組を行っていない」と回答した学校は、表中のイとウを併せて38校にのぼり、82.7％を占めている。
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(ｲ) イの「現在のところ取組は行っていないが、活用方策を検討中。」は21校、45.7％である。具体的な内容を調査したところ、主なものは次のとおりであった。

・　活用事例、取組例を収集している。（８校）

・　情報コンセントを活用できる教材を探している。（２校）

・　準備に時間を要するため、時間割等の工夫を検討している。（以下１校ずつ）

・　準備に時間を要するというデメリットを上回る効果が得られるような活用方法を模索・検討している。

・　実際に使ってみてのノウハウを各教科にも広げている。

・　校内の情報処理委員会で検討している。

・　特別活動等における活用について検討している。

・　ネット利用授業の紹介や校内研究授業を検討している。

・　利用しやすい環境を整えるため、パソコン等の置き場所を検討する。

・　情報機器活用研修会の実施を検討している。

（※複数回答あり）

なお、これらの内容以外に、単に検討中と記載されているものが５校あった。

 

 

(ｳ) ウの「現在取組は行っておらず、今後、活用方策を検討する予定もない。」は17校、37％である。その理由を調査したところ、主なものは次のとおりであった。

・　他の教室（図書室、ＬＡＮ教室等）を利用するため、又はプロジェクター利用時など他の教室のほうが準備しやすいため。（８校）

・　情報機器の設定・操作等の点で、誰もが情報コンセントを使えるわけではない。（２校）

・　使用できるパソコン、プロジェクター等が少ない。（２校）

・　普通教室では、準備・撤収の時間が確保できない。（２校）

・　パソコンを使用すると、授業計画に支障が生じる。（２校）

・　インターネット接続を利用した教材に特化する必要はない。（以下１校ずつ）

・　普段の授業ではインターネット等は不要。

・　各教科、学年からの要望がないため。

・　授業にふさわしい活用事例がない。

・　生徒の実態を踏まえた、本校独自の教材を開発している。

・　生徒席側にプロジェクターを設置することになり、生徒にとっては学習が不便である。

・　有線では複数台のパソコンを持ち込むことが困難であり、無線による接続が実現しないと活用は難しい。

（※複数回答あり）

 

２　受検機関の対応

(1) 情報コンセントの利用回数が少ない背景

現在、教員に一人一台のパソコンが配置されておらず、特定の日時の授業に確実にパソコンが使用できる状態にはなっていない。また、授業で活用できるコンテンツについて、高等学校の授業向けのものが少ない。

 

(2) 情報コンセントの活用に向けた取組

平成14年度から、学校情報ネットワークの活用事例について、各府立高等学校の教員を対象に、府教育センターで報告会等を実施している。平成19年度は、「Web教材コンテンツ活用研究」３本を含む10本の活用推進事例の発表会を行い、情報コンセントの使用例の普及に努めた。

また、府教育センターでは、平成18年度から、次のとおり、情報教育指導者研修を実施している。

・　目　的：インターネット、ワープロ及びプレゼンテーションソフトウェア等を活用した授業ができるための知識及び技術の向上を図るとともに、情報活用についての校内研修を実施し、学校の情報化を推進できる指導者を養成する。

・　対象者：小中府立高等学校及び支援学校の教諭で、研修開催年度中に本研修内容について校内研修が実施できる者

・　平成19年度実績：６日間12回実施し、府立高等学校４校及び府立支援学校２校の教員が参加した。

 

３　課題

(1) インターネット接続を利用した授業については、ＬＡＮ教室、図書室又は特別教室等の既存の設備において行われているものの、普通教室における情報コンセントの利用は極めて低調である。

普通教室に情報コンセントを設置した趣旨は、社会のIT化の進展に対応し、「教育の情報化・IT化」を進めるため、普通教室からインターネットにアクセスできるように環境を整備するものであるが、現状では、このような設置目的が達成されているとは言い難い。

 

(2) 授業で情報コンセントが利用されない理由については、前記調査結果のとおり、機器（パソコン等）の不足を理由にあげた学校は11.6％あるものの、その２倍に及ぶ学校が、機器は

 

 

 

あるがそれ以外の理由で利用していないと回答していることから、情報コンセントの利用が進んでいないのは、必ずしもパソコン等の不足が主な理由ではなく、授業の運営面での支障、授業で利用する情報コンテンツの不足等、利用上の工夫やノウハウの蓄積など、ソフト面での対応の不十分さによるものではないかと思われる。

 

(3) 府教育委員会においても、活用事例の普及、インターネット等利用の知識・技術等の向上のための研究等取組が進められているが、今回の監査で明らかになった情報コンセントの利用状況をみると、より一層、インターネットを活用した授業の有効性について、学校の理解を深めることが必要である。併せて、全府立高等学校の実情を把握の上、活用事例の紹介、利用するための機器（パソコン・プロジェクター等）の整備など、情報コンセントを活用を進めるための更なる方策を検討する必要がある。

 

	
	
	
	
	


 

